就業規則の改定及び就業管理制度の導入について
1.労働基準法、雇用均等法の法改正の背景と就業管理での留意事項
(1)産業構造の変化に伴う労働者自らの仕事の推進方法や時間配分に主体性を

もって働きたいという意識の高まり

・1ヶ月単位・1年単位の変形労働時間制、フレックスタイム制、事業場外のみな

し労働時間制、専門業務型・企画業務型裁量労働制の導入

(2)労働移動の増大や就業形態の多様化に伴う雇用流動化

　・正社員、パートタイマー、派遣労働者、契約社員の組み合わせ検討

(3)少子高齢化の急速な進展による女性社員と高齢者の有効活用の必要性

　・60歳定年以外の再雇用や定年延長制度の導入、男女共に職場生活と家庭生活　

　　を両立できる条件整備の検討

(4)解雇をめぐる個別紛争の増加

・就業規則に解雇事由を明記

(5)電子メールやインターネットの導入により機密の漏洩や私用利用の増加

・服務規律の規定を整備

2.1999年の改正労働基準法、改正男女雇用機会均等法に伴う就業規則の改定事項
(1)労働契約期間の上限を専門分野の一定の職種と60歳以上の高齢者に限って

　　　　の3年への延長(労基法第14条)

1 新商品・新役務・新技術の開発または研究の業務

2 事業の開始、転換、拡大、縮小または廃止等の一定期間で完了予定の業務

(2)労働条件の書面による明示義務範囲の拡大(労基法第15条)

・「労働時間に関する事項その他の命令で定める事項」も明示

(3)退職時の使用証明に退職事由を追加

(4)1ヶ月単位の変形労働時間制は労使協定または就業規則のどちらかの定めにより

実施可能に(労基法第32条の2)

(5)1年単位の変形労働時間制の連続労働時間などの要件の改正（労基法第32条の4）

・対象労働者の範囲の拡大、対象期間の区分期間の短縮、対象期間の労働日数　の限度の新設，連続労働日数の限度の変更

(6)一斉休憩除外要件の緩和、労使協定による除外追加（労基法第34条）

(7)時間外労働の上限時間の限度基準（労基法第36条）

(8)1997年の均等法の改正に伴う労基法の女性に対する時間外、休日労働、深夜業の規制の廃止（労基法第64条の2及び3の廃止）

(9)特定労働者(子の養育、家族の介護を行う女性社員)の残業時間についての激変緩和措置（1999年4月1日より2002年3月31日まで）と廃止

· ３月３１日の廃止を踏まえて｢育児・介護休業法｣が改定。小学校就学前の子　を養育、また家族介護中の男女社員の請求により「１ヶ月２４時間、１年

１５０時間」に制限

(10)新たな裁量労働制として「企画業務型裁量労働制」2000年4月1日より施行

（労基法第38条の4）

　・　本社などで、企画・立案・調査及び分析を行い、業務の遂行手段や時間配　　分を自らの裁量で決定する事ができる社員対象

(11)3年6ヶ月以上勤務の社員の年次有給休暇の付与日数の2日づつへの増加

（労基法第39条の2）

(12)就業規則、法令等の周知義務の範囲拡大（労基法第106条）

· 労使協定、労使委員会の決議が追加

· 周知方法としてフロッピーディスクやパソコンに記録、社内LANなど付加

(13)職場におけるセクシャルハラスメントの防止（均等法第21条）

(14)介護休業制度の施行（1999年4月1日）、育児介護休業法の改正

(15)男女雇用機会均等法の改正（1999年4月1日施行）

1 募集・採用、配置・昇進、教育訓練について女性差別の禁止

2 企業名の公表制度や調停の一方申請可

3 ポジティブアクションに対する国の援助

4 妊娠中及び出産後の母性保護の充実

5 女性の優遇の禁止と特例募集
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